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１

Ⅰ 序論（第５期基本構想の策定にあたって） 

都市は、「はじめからそこにある」ものではなく、人々の日々の営みのなかで歳月をかけて形成

され、成長してきたものです。そのため、今後のまちづくりを進めていくにあたっては、国立市の

もつ歴史や文化を踏まえ、自然的、社会的特性を認識し、今後の社会経済情勢の変化を展望するこ

とが必要になります。 

 

１ 策定の背景 

国立市では、平成17（2005）年12月に、平成18（2006）年度から平成27（2015）年度までを計

画期間とする第四期基本構想を策定し、「文教都市くにたち」を都市像として掲げた上で、３つの

将来像や施策の方向性を掲げ、その実現に向けたまちづくりを進めてきました。 

計画の策定時から今日までを振り返ると、本格的な人口減少社会・超少子高齢社会の到来をはじ

め、諸外国の経済変動が地域社会にも多大な影響を与えるグローバル化の進展、情報端末の性能向

上や通信の高速化による情報化社会の進展、経済の縮小もあいまって国・地方を問わず深刻化する

財政状況の悪化、東日本大震災を契機とする防災意識の高まり、平成32（2020）年オリンピック・

パラリンピック東京大会の招致決定など、社会経済情勢は日々刻々と変化しています。 

そのような状況の中、国においては、人口減少と地域経済縮小の克服のため、地域社会の形成と

それを担う人材の確保及び就業機会の創出（まち・ひと・しごと創生）を行い、好循環を生み出す

とした「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、本格的に人口減少社会への対応をはじめよ

うとしています。国立市にとっても人口減少は大きな課題となっており、対応が迫られています。 

さらに、行政サービスに対する市民ニーズが多様化・高度化する中、拡大・成長を基調とする社

会から、安定・成熟型の社会への移行がさらに進展し、今後ますます財政上の制約が高まり、様々

な地域の課題を行政単独で解決することはより困難になりつつあります。そのため、今後は、行政

や議会をはじめ、市民、ＮＰＯ、地域、事業者、教育機関等の多様な主体が協働し、それぞれがま

ちづくりの主体的な担い手として、まち全体で総力を挙げて活動することが重要です。 

このような背景を踏まえ、前例のない新たな時代に的確に対応しながら、国立市が魅力あるまち

であり続けるために、国立市では今後 12年を見据えた新たな基本構想（第５期基本構想）を策定

することとしました。 
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２ 構想の意義・目的 

第５期基本構想は、以上の策定の背景を踏まえ、まちづくりの基本理念を定めるとともに、目標

年次までのまちづくりの目標や目標達成のための基本的施策を明らかにし、基本計画・実施計画・

その他の事務事業計画の基礎となる市の最上位計画として位置づけられます。 

そのため、行政では、基本構想とそれに基づいて策定される基本計画に沿って、計画的に日々の

行政運営を行っていきます。また、行財政の総合的な推進を図る中長期的な指針ともなることから、

財政運営においても、基本構想・基本計画を主軸とした運営を行います。 

また、基本構想は、学識経験者の力を借りながら、市民と行政が力を合わせて策定し、議会が認

めた市全体の構想です。市民にも、基本構想の実現に向けて、責任と役割を果たしていくことが期

待されます。 

第５期基本構想の目指す基本理念や目標の実現を図ることで、国立市が将来にわたって「魅力的」

であり続け、より多くの人たちから「選ばれる」まちとなることを目指します。また、「国立」の

名にふさわしく「この地から新たな国が立つ」ような、先導的で多様性・寛容性のある文化や風土

を創り出し、「人間を大切にするまち」を確立することを目的としています。 
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３ 国立市のなりたち・特性 

 

（１）国立市のなりたち 

○国立市は、多摩川の河岸段丘の上に発展し、

かつては水田に適した土壌により農業が盛ん

な地として知られ、江戸時代には現在の甲州

街道（都道256号八王子国立線）を中心に民

家が建ち並んでいました。明治22（1889）年

には合併により「谷保村」が誕生し、明治26

（1893）年には、それまで属していた神奈川

県から東京府へと移管されました。 

○大正時代末期の谷保村は、甲州街道沿いに数百戸の農家が存在するだけでしたが、谷保村の

北部一帯の山林において、箱根土地株式会社による開発が進められ、大正15（1926）年には

東京高等音楽学院（現・国立音楽大学）の移転や国立駅の開業、昭和２（1927）年には東京

商科大学（現・一橋大学）の移転が行われました。この頃に地区の名前を選ぶ際、駅が国分

寺と立川の間に立地することから、両方の頭文字を取って「国立」にしようと声が上がり、

「この地から新たな国が立つ」という願いとあいまって受け入れられたとされています。 

○昭和20（1945）年代、第二次世界大戦による疎開と戦後の住宅復興によって、人口が急増し、

昭和 26（1951）年には町制に移行し「国立町」となりました｡また、この頃には米軍立川基

地の影響により、一橋大学を中心とする閑静な住宅地であった町内にホテルや旅館の新設が

増えたことから、市民や学生を中心に文教地区指定運動が起こり、昭和27（1952）年には市

北部の大半が東京都文教地区建築条例に基づく「文教地区１」に指定されました。 

○その後、昭和40（1965）年には８千人規模の入居があった富士見台団地の完成に伴い、人口

５万人を突破し、昭和42（1967）年には現在に至る「国立市」が誕生しました。 

 

【参考】文教地区とは 

東京都文教地区建築条例（昭和 25年東京都条例第 88号）に基づき、建築制限の程度により、第

一種文教地区及び第二種文教地区に分けるとされています。 

第一種文教地区は主に、住居系用途地域又は学校等の教育文化施設の周囲に指定され、建築基準

法第48条（用途地域における建築物の制限）による制限のほか、風俗営業関連建築物等、ホテル等、

劇場等、マーケット、遊戯場等、一定の工場等、勝馬投票券発売所等、その他風俗を乱す恐れがあ

ると認めて知事が指定するものが規制されます。 

第二種文教地区は主に、住居系以外の用途地域や通学路等の区域に指定され、建築基準法第48条

による制限のほか、風俗営業関連建築物等、ホテル等、劇場等、勝馬投票券発売所等、その他風俗

を乱す恐れがあると認めて知事が指定するものが規制されます。 

 

 

                            
１ 平成27（2015）年４月１日現在、文教地区の指定面積は第１種が約156.1ha、第２種が約115.2haの合計271.3haで

あり、市域全体の約33％を占める。 

＜大正15（1926）年頃の国立駅南口＞ 



 

４

（２）国立市の特性 

○国立市は、東京都の中央部、東京都心部

から約 30ｋｍ圏に位置しています。市

の面積は8.15ｋ㎡であり、多摩地域26

市の中では狛江市に次いで２番目に小

さな規模となっています。 

○地形は、３つのハケ（崖線）と多摩川に

はさまれた３つの平地からなっていま

す。このうち、多摩川河岸から青柳段丘

にかけての地域には、崖線の樹林と湧水、

多摩川や矢川等の自然資源、谷保天満宮

や南養寺、城山等の歴史的資源が残り、

都市と自然が融合する国立市ならでは

の風致景観を醸し出しています。 

○また、大学通りをはじめとする街路樹の

ある景観や教育機関の敷地内の樹木な

ど、特徴的な都市景観がみられます。 

図表１－２ 地形断面模式図（北北東⇒南南西） 

出典：国立市景観形成基本計画（平成８年度）（一部修正） 

 
  

図表１－１ 広域的な位置 
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○市域の骨格を形成する主要な交通ネットワークとして、市北部をＪＲ中央線が、中央部をＪ

Ｒ南武線が東西方向に横断し、市内には３つの鉄道駅（国立駅・谷保駅・矢川駅）が設置さ

れているほか、中央自動車道及び国道20号（日野バイパス）が市南部を横断しています。 

○「新東京百景」にも選定され、内外に国立市の個性を強く印象付ける主要なランドマークと

なっている大学通り、さくら通りをはじめとする地域幹線道路が、市域を東西南北にネット

ワークしています。 

 

図表１－３ 主要な交通ネットワークの状況 
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○平成27（2015）年１月１日現在の国立市の人口は73,244人であり、約30年前の昭和60（1985）

年の64,473人と比べ13.6％（8,771人）増加しています。昭和60（1985）年以降の推移を５

年ごとにみると、人口は一貫して増え続けているものの、増加率は平成７（1995）年～12（2000）

年の7.1％（4,678人）をピークに縮小傾向にあります。 

図表１－４ 人口・世帯数の推移 
出典：市民課「住民基本台帳（各年１月１日現在）」 

注）外国人を含まない。（以下同様） 

 

 

 

 

 

 

図表１－５ 人口・世帯数の推移 
出典：市民課「住民基本台帳（各年１月１日現在）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

実数（人） 64,473 64,811 65,719 70,397 72,101 72,955 73,244

増減率（％） － 0.5 1.4 7.1 2.4 1.2 0.4

実数（世帯） 24,584 25,911 27,942 31,227 32,930 34,431 34,840
増減率（％） － 5.4 7.8 11.8 5.5 4.6 1.2

世帯人員 実数（人／世帯） 2.62 2.50 2.35 2.25 2.19 2.12 2.10

人口

世帯数
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○平成27（2015）年１月１日現在の国立市の住宅地平均価格は314,500円／㎡、多摩地域26市の

中では武蔵野市、三鷹市、調布市に次ぐ４番目の水準にあり、多摩地域有数の閑静な住宅街として、

高いブランド力を反映したものとなっています。 

図表１－６ 住宅地平均価格の都市間比較 
出典：国土交通省「地価公示（平成27年１月１日現在）」 

 

 

○平成 25（2013）年度の普通会計決算に基づく市税を、平成 26（2014）年１月１日現在の人口

で除して算出した人口１人当たりの市税収入は19万2,000円、多摩地域26市の中では高い方

から６番目の水準であり、その内訳をみると他市に比べ個人市民税の高さ（26市中３番目）が

目立つ状況にあります。 

図表１－７ 市民１人当たりの市税収入の都市間比較 
出典：東京都総務局行政部「市町村決算状況調査結果（平成25年度）」 
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４ 社会経済情勢の展望 

今後のまちづくりを進める上では、国立市を取り巻く社会経済情勢等のまちづくりの情勢を踏ま

え、国立市の地域課題や市民ニーズへの影響を的確に捉える必要があります。本項では、今後大き

な変化が見込まれる社会経済情勢の展望と国立市が対応すべきまちづくりの課題を整理していま

す。 

 

（１）人口 

○日本全体においての本格的な人口減少・超少子高齢社会の到来は、地域経済社会の安定・成

長を大きく損なうとともに、生産年齢人口の減少に伴う税収減と、これまで厚い現役世代層

に支えられていた社会保障制度の持続可能性低下を招くなど、極めて多岐にわたる面で我が

国全体がかつて直面したことのない深刻な問題・課題を引き起こすことが大いに懸念されま

す。 

○このため、国立市においても、従来にも増して財源・人材・施設など限りある行政の経営資

源を最適に配分し、担税力を期待できる若い世代の定住化や高齢者の健康寿命２を延伸する

ための取組等を強化することで、人口構造の変化によるマイナス要因の影響を最小限に食い

止める自治体経営を計画的かつ着実に推し進める必要があります。 

 

（２）産業経済 

○産業経済の面では、少子高齢化による影響として、消費者ニーズの変化や小店舗の衰退等が

予想されます。その一方で、地域密着型の商店街は、子育て世代の定住化のためにも、高齢

者が地域で安心して暮らすためにも欠かせないものです。市外からも消費者を呼び込めるよ

う、魅力的な商店街の振興を図っていく必要があります。 

○起業促進の取組強化、企業誘致等を通じ、新たな財源の確保にもつながる自立型の産業経済

構造の構築に向けた取組を積極的に推進する必要があります。 

 

（３）都市インフラ 

○公共施設等の老朽化が進行する中、これらの建替えや大規模改修等の更新のために、従来の

予算をはるかに上回る多額の費用が必要になります。一方、少子高齢化の進展に伴い、投資

余力の一層の低下が大いに懸念され、今後、既存の公共施設等の全ての更新需要に応えるこ

とは困難な事態に直面しつつあります。 

○このため、財政負担の軽減・平準化と施設等の最適配置を同時に推進するため、安全・安心

な市民生活への影響を十分に勘案しながら、長期的な視点のもと、公共施設等のマネジメン

トを総合的かつ計画的に推進していく必要があります。 

 

 

                            
２ 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のことで、平均寿命から日常生活に制限のある期間を

除いたもの。「健康寿命」の延伸は、高齢者自身の生活の質の向上はもとより、医療費の抑制にもつながるとされてい

る。 



 

９

（４）防災・防犯 

○平成 23（2011）年の東日本大震災において「想定」を超える事態に遭遇したことを契機に、

市民の間で安心・安全に関する意識は大きな高まりがみられます。切迫性が高まる首都直下

地震をはじめ、いつ、どこで起きるのか分からない災害に備え、防災力・減災力を総合的に

高めるため、自助・共助・公助を適切に組み合わせながら、地域全体で耐震化・不燃化等の

予防対策や、災害状況に応じて機動的に対応できる応急体制を構築する必要があります。さ

らに、広域的な地域連携による防災体制の整備も求められています。 

○また、日常生活における安心・安全な環境整備も、さらに進めていくことが求められていま

す。このため、多様な主体との連携・協力のもと、地域ぐるみで支え合い、守り合うまちづ

くりをより一層積極的に推進していく必要があります。 

 

（５）地域コミュニティ 

○少子高齢化の進展をはじめとする社会経済状況の変化に伴い、今後ますます個人や地域が抱

える課題が多様化・複雑化していくと見込まれる中、行政の対応力の強化とともに、地域コ

ミュニティの役割強化も従来にも増して求められています。 

○このため、国立市においては、より多くの若い人材が自治会・町内会等に参加し、活躍でき

る環境を整えるとともに、ＮＰＯや民間企業など地域で活動する人材資源を発掘し、よりよ

い地域づくりに活かすための仕組を強化する必要があります。 

 

（６）自治体経営 

○今後、急速な高齢化の進展に伴う扶助費の増加や公共施設等の老朽化対策のため、歳出の増

加は不可避と考えられます。 

○将来にわたり国立市が健全な自治体経営を堅持するためには、徹底した行財政改革に取り組

み、無駄を排除し、行政の効率化を進める必要があります。さらに、選択と集中のもと、新

たな財源の捻出や予算の重点的配分等を積極的に推進し、市の特徴を踏まえた国立らしいま

ちづくりを進めることが求められています。 

 

（７）市内の大きな変化 

○国立駅周辺では、ＪＲ中央線連続立体交差事業が完了し、周辺のまちづくりの本格化と、こ

れまで鉄道に隔てられていた地域の一体化と活性化が期待されています。この機運を市内の

回遊性の向上と市民の交流創出、にぎわいの創出へとつなげていく必要があります。さらに

は、まちのシンボルとして旧国立駅舎の再築を進め、新しいにぎわいの拠点として活用して

いくことが必要です。 

○富士見台地域に立地するＵＲ富士見台団地と都営矢川北アパートは老朽化が課題になって

おり、都営矢川北アパートでは建替工事が始まっています。双方ともに入居者の高齢化が進

み、空き室率も高まっています。これらの団地再生に官民一体となって取り組み、積極的に

若者・子育て世代を呼び込むことで、活気あふれるまちづくりへとつなげていく必要があり

ます。 
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○南部地域では、物流を中心とした企業立地が進むとともに、宅地等の開発が進展している反

面、自然や緑、農地が減少している状況もあります。自然や緑地、農地等は市の魅力の源泉

として守り育てていく必要があります。企業や宅地開発は今後も進んでいくことが見込まれ

ますが、国立市の魅力を高めるには、農や自然、住宅、商工業すべてが調和し、それぞれの

魅力が増していくような土地利用が不可欠です。 

 

５ 人口推計 

○今後の人口動向予測は、これからのまちづくりの方向性を見極める上で、基本となる指標の

一つです。これまでの国立市の人口は、一貫して増え続けているものの、近年の増加率は縮

小傾向にあり、現在は横ばいからやや減少に転じつつある状況です。 

○統計的に国立市の長期的な人口動向を推測すると、超高齢社会がさらに進行しながら、緩や

かな人口減少の局面に突入し、その後は人口減少が加速していくことが見込まれます。東京

大都市圏に位置する国立市においても、超少子高齢社会の到来と人口減少は、地域経済規模

の縮小や社会保障制度の安定性を揺るがし、税収減にも直結して行政サービスの著しい低下

を招く懸念があり、大きな問題となります。 

○第５期基本構想の期間には、まず超高齢社会を支えていくことが必要になります。そのうえ

で、人口減少を食い止める対策を講じることが求められています。人口減少は、複雑な要因

による問題であると同時に、その影響範囲も広いことから、問題解決にあたっては幅広い視

点からのアプローチが重要です。すなわち、一過性の対策ではなく、長期的にこの問題に取

り組んでいく必要があります。 

○本基本構想においては、この人口推計をベースとしつつ、「まちづくりの目標」を実現する

こと、すなわち、超高齢社会を支えるまちをつくりあげるとともに、まちをより魅力的なも

のとし、子育て世代を支援して、人口減少を食い止めていくことを目指していきます。 
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図表１－８ 国立市の将来人口推計 
出典：政策経営課資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「生残率」は、ある年齢（Ｘ歳）の人口が、５年後の年齢（Ｘ＋５歳）になるまで生き残る確率。 

※「男女別各歳別純移動率」は、男女別各歳別人口に対する転入超過数（転入者数－転出者数）の割合。 
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実績値 推計値

推計条件 

＜出生に関する仮定＞ 

・平成 25（2013）年の国立市の合計特殊出生率を起点に、これを国立社会保障・人口問題研究所が公表してい

る全国の合計特殊出生率仮定値（平成24（2012）年１月推計）の増減率を乗じて補正。 

＜死亡に関する仮定＞ 

・国立社会保障・人口問題研究所が公表している、国立市の男女別５歳階級別の将来生残率（平成 25（2013）

年３月推計）を各歳別に組換えて適用。 

＜移動率に関する仮定＞ 

・平成 22（2010）年～2７（2015）年の住民基本台帳人口（実績値）に基づいて算出した純移動率が、今後も継続

すると仮定。 

①国立市の基準年人口
（ｔ年：平成27年１月１日現在
の男女別・各歳別人口）

推計の仮定値

推計結果

④年齢５歳以上の男女別各歳
別の推計人口（ｔ＋５年）

④年齢５歳以上の男女別各歳
別の推計人口（ｔ＋５年）

③男女別各歳別の純移動率※

②国立市の男女別５歳階級別の
将来生残率※を各歳別に組換え

⑤女性５歳階級別の推計人口
（ｔ＋５年）

⑤女性５歳階級別の推計人口
（ｔ＋５年）

⑥国立社会保障・人口問題研究所の
合計特殊出生率仮定値に基づく補正

⑦０～４歳児の男女性比

⑧０～４歳の男女別推計人口
（ｔ＋５年）

⑧０～４歳の男女別推計人口
（ｔ＋５年）

⑨男女別各歳別の推計人口
（ｔ＋５年）

⑨男女別各歳別の推計人口
（ｔ＋５年）
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Ⅱ まちづくりの基本理念 

「まちづくりの基本理念」は、国立市のまちづくりの根幹であり、すべての分野に共通する基本

的な考え方となります。国立市の特性や今後の社会経済情勢の展望を踏まえた計画期間中のまちづ

くりの目標設定に先立ち、「まちづくりの基本理念」を次のようにまとめます。 

 

１ 基本理念 

「人間を大切にする」 

国立市の最も重要な資源は、市民をはじめ、国立市で働く人、学ぶ人、訪れる人など国立市にか

かわるすべての人間です。すべての人たちの命・尊厳・生活を大切にし、互いに尊重し合い、いき

いきと活動しやすい環境を作ることこそ、まちづくりの本旨であり、核として位置づけられるもの

です。 

「人間を大切にする」という国立市のまちづくりの基本理念は、40年前に策定された第一期基本

構想から今日まで一貫して引き継がれてきました。この基本理念は、「国立市平和都市宣言」や「し

ょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」にも生かされています。 

第５期基本構想においてもこの基本理念を引き継ぎ、「人間を大切にする」まちづくりを基本理

念として定めます。 

 

２ 市民像 

□思いやりを持ち、それぞれの違いを認めあい支え合う市民 

□平和を愛し、豊かなまちと文化を創造し、まちとともに歩む市民 

□自然に学び、自然を守り、自然とともに生きる市民 

まちづくりの担い手は、人間力を持った市民一人ひとりです。ここでいう市民とは、国立市の住

民だけでなく、企業やＮＰＯといった法人、学生、勤労者など市内で活動する人たちでもあります。

人口減少・超少子高齢化など前例のない新たな時代に対応したまちづくりを進めるためには、市民

一人ひとりが国立市民としての自覚を持って、自ら主体的にまちづくりに携わり、まちも、ひとも、

ともに成長し続けていくことが大切です。また、「全ての人びとを孤独や孤立、排除や摩擦から援

護し、社会の一員として包み支え合う」というソーシャルインクルージョンの理念のもと、すべて

の市民があたりまえに暮らし、互いに尊重し合い、協調を図っていくことが重要です。 

このことを踏まえ、まちづくりの担い手である市民への期待を込めて、市民像を以上のように設

定します。 
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３ 都市像 

「文教都市くにたち」 

「文教都市くにたち」という言葉は、周辺の都市を含めて広く知られ、国立市を象徴する言葉で

す。都市の理想の姿である都市像を、引き続き「文教都市くにたち」とし、そのさらなる発展を目

指していきます。 

「文教都市くにたち」の「教」の側面は、教育機関がまちのさまざまな活動を教育資源を使って

支援するとともに、生み出される知的資源を地域社会に還元し活用すること、市民が高水準の教育

を受け、生涯学び、成長し続けられる環境があることが重要です。さらには、学んだことを活かし

て、未来に向けて、前例のない創造的な挑戦ができる環境があることも必要です。 

「文」の側面では、自然的・地理的特性や、伝統・歴史の中から形成された文化、そして多様な

価値観を内包するあらゆるジャンルの芸術に、市民のだれもが生涯にわたって親しむことのできる

環境を整えることが大切です。「教」の側面と同様、そこから新たな挑戦、創造、価値観が生まれ

ることで、より魅力的な要素を加えたまちの実現が期待されます。 

以上の要素を、行政・議会だけでなく、市民、教育機関、企業、ＮＰＯ等との連携・協働の中で、

議論と試行を継続しながら磨き上げることで、都市とみどりが共存し、市民が誇りと愛着をもてる

まち「文教都市くにたち」が確立します。 
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Ⅲ まちづくりの目標 

 国立市の特性や社会経済情勢の展望を踏まえ、まちづくりの基本理念を根幹としながら、計画期

間中にめざすべき理想像として、まちづくりの目標を定めます。また、目標実現のベースとなる土

地利用の方向を示します。 

 

１ まちづくりの目標 

第５期基本構想では、第一期基本構想から都市像として継続的に位置づけられてきた「文教都市

くにたち」を生かしつつ、さらに発展させ、魅力あるまちであり続けるために、まちづくりの目標

を以下のように設定します。 

学び挑戦し続けるまち ともに歩み続けるまち 培
つちか

い育み続けるまち 

文教都市くにたち 

○学び挑戦し続けるまち 

「学び挑戦し続けるまち」には、国立市に多く存在する教育機関や、伝統に根付いた文化性、

市に暮らすさまざまな魅力的なひとなどの知的地域資源を最大限に活かし、教育・子育てなど

の施策を展開していくことや、産・学・官が連携して新しい価値の創造、先駆的な取組に挑戦

し、都市の活力を増していくという思いを込めています。また、老若男女を問わず全ての市民

が、学びを大切にし、生涯、学び続けられ、それぞれの挑戦を通して、充実感をもって活き活

きと日々を送り続けられるまちを目指していきたいという思いで「学び挑戦し続けるまち」を

掲げました。 

○ともに歩み続けるまち 

「ともに歩み続けるまち」には、市民同士の支え合いのなかで安心・安全な生活を担保し、

ソーシャルインクルージョンの理念をもって、互いに耳を傾け、違いを違いとして受容する多

様性・寛容性を重視したまちづくりを、市民とともに歩み、行っていくという意志を込めてい

ます。また、市域 8.15 ㎢というコンパクトさを活かし、回遊性のある歩きたくなるまちを目

指すという思いの表れでもあります。 

○培
つちか

い育み続けるまち 

「培い育み続けるまち」には子育ち・子育てしやすい環境づくりや、人と人とのつながりを

作る、絆を育むといった思いが込められています。また、国立市には先人たちがつくり上げ、

残してくれた街並みや伝統、自然があります。これらを守り、さらに発展させていきたい、そ

して、商工業や農業を育てていくことや「くにたち文化」を培っていきたいという思いを込め

て、「培い育み続けるまち」としました。 

 

以上の要素を核として、国立市は文教都市であるという誇りを今一度認識し、国立ブランドとし

て他市との区別化を図ります。大人も子どもも市に誇りと愛着を持ち、住み続けたいと思うまち、
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だれもが安心して暮せるまちをつくっていくための目標、それが「学び挑戦し続けるまち ともに

歩み続けるまち 培い育み続けるまち 文教都市くにたち」です。そしてこのまちで成長した市民

や子どもたちが、さらにこのまちを発展させていく好循環を生み出していくことで、国立市が将来

にわたって魅力的であり続けるまちになっていきます。 

 

２ 目標実現に向けた市民と行政の連携 

国立市は、市民自らが作り上げ、守り育ててきたまちです。この根源は、市民がまちに抱く愛着

にほかならず、まちへの愛着は市民自らがまちづくりに取り組む中で形成されてきたという相互関

係にあります。 

この特性を踏まえれば、まちづくりの目標実現に向けて、市民と行政が各々の役割を果たしなが

ら、相互の信頼と対等な関係性の下、連携・協働して新しいまちづくりを試行し、創造していくこ

とが不可欠です。 

行政は、市民がまちづくりに対して多様な関わり方ができるよう仕組みを準備するとともに、市

民の思いを大切にしながら、責任と主体性のある行政運営を行うことが必要です。また市民も、個

人の意見や立場を互いに尊重しながら、自らが主体的に考え、行動してまちづくりを進めていく姿

勢が重要になります。 

そして、まちづくりの目標「学び挑戦し続けるまち ともに歩み続けるまち 培
つちか

い育み続ける

まち 文教都市くにたち」を共有し、力を合わせてその実現を目指していきます。 

 

３ 土地利用構想 

 まちづくりの基盤となる土地は、市民の生活や生産のための限られた貴重な財産として、将来に

わたり有効に活用していく必要があります。地域の特性を考慮しながら「まちづくりの目標」の実

現に向けて、利活用を図っていきます。 

（１）全体的な土地利用の方向 

○地域の特徴を活かしつつ、まち全体として調和のとれた「文教都市くにたち」を目指します。

そのために、以下の４つの方向で土地利用を進めていきます。 

◆地域の自然や伝統・文化、美しいまちなみなどを市の魅力として維持し育てていくため

の土地利用を促進します。 

◆自然との調和や都市景観に配慮しながら、都市基盤の整備を進め、安心・安全かつ良好

な住環境を形成します。 

◆市の持続的発展の基盤となる産業の育成を促します。 

◆今後の人口減少社会に対応した公共施設の整理と再編を行い、地域の諸課題への対応と

持続的なサービスの提供を図ります。 

○約５０年前に整備され、当時のまちの発展を大きく促した富士見台地域を、まちの中核とな

るベルト地帯として再度活性化していくことを期間中の重要課題と位置づけ、この地域の活

性化を市全体の活力創出へとつなげていきます。 
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○国立駅周辺のまちづくりを進め、市民に愛されている旧国立駅舎の再築を実現します。これ

によりまちの文化を継承するとともに、まちに賑わいを呼び込み、市全体の活性化へつなげ

ます。 

（２）地域ごとの土地利用の方向 

○北地域の土地利用の方向 

◆隣接する国分寺市、立川市との連携をすすめるとともに、ＪＲ中央線連続立体交差事業

の完了を契機として、東・中・西地域との一体的なまちづくりを推進します。また、交

通環境を整え、安全で暮らしやすい住環境を整備し、あわせて地域に密着した商業地の

活性化を進めていきます。 

○東・中・西地域の土地利用の方向 

◆大学通りや、教育施設と周辺に大きく区画され形成されたまちなみなどのシンボリック

な景観を守り整えるとともに、周辺の景観や環境に配慮した市街地の形成を促す仕組み

を構築し、良好な住環境の維持とさらなる緑化を促します。また、国立駅を起点として、

人も車も行き交いやすい交通を整えるとともに、活力に満ち、親しみのもてる商業地の

形成を促進します。 

○富士見台地域の土地利用の方向 

◆公共施設が集中する市の要として、他地域への波及効果を見据えた富士見台地域の新た

な活性化を促します。とりわけ、市の発展に大きく寄与してきたＵＲ富士見台団地、都

営矢川北アパートにおいて、超少子高齢社会を支える基盤や仕組みなどの多面的な整

備・再生を推進します。若者・子育て世代を呼び込むとともに、高齢者が安心して暮ら

すことができ、多世代がバランスよく集い、支え合うまちづくりを図ります。さらに、

地域に暮らす人々の生活基盤となる谷保駅、矢川駅周辺の親しみのある商業地の活性化

を図ります。 

○南部地域の土地利用の方向 

◆谷保地域を中心に広がる自然や農地は、市の魅力の源泉です。農業を支援することで、

多様な機能を持つ農地と、農地を含む良好な自然環境を守り育て、住宅地との共存が可

能な土地利用を図ります。また、都市生活基盤の整備にあたっては、自然環境とも調和

するよう整備を行います。 

◆準工業地域には、積極的な企業誘致を図り、市の基盤となる産業を育成します。その際

に、近隣の住環境・自然環境と調和するような研究開発型や教育産業等の付加価値の高

い企業の立地促進に努めます。 
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４ 計画期間 

まちづくりの基本的指針である基本構想の一貫性を確保するとともに、市政運営にあたる市長任

期との連動性を考慮し、計画期間は基本構想 12年、基本計画８年とします。なお基本計画は、社

会経済の動向やまちづくりに対する市民のニーズの変化などに的確かつ迅速に対応できるよう、４

年ごとを基本に、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５期基本構想 

12年 

第１次基本計画（８年） 

第２次基本計画（８年） 

第３次基本計画（４年） 

H40 

2028 

H36 

2024 

H32 

2020 

H28 

2016 
(年度) 
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Ⅳ 政策の視点 

まちづくりの目標の実現のためには、国立市固有の課題や社会経済情勢を踏まえ、予算や人員

などのリソースを重点的かつ優先的に投入していく必要があります。その優先順位を見極めるた

め、以下の３つの視点を定めます。 

 

１ 次世代の育成 

子どもは地域の宝であることはいうまでもありません。さらに、文教都市くにたちにとっては、

子育て支援や教育施策の充実は、まちづくりの核ともいえるものです。 

来るべき人口減少を食い止めるためには、今まで以上に「次世代育成」を核としたまちづくりを

進めていくことが必要です。これにより、子育て世代と子どもの流入も期待できます。市の安定的

な財政運営や高齢者を支えていくためにも、そのベースとなる次世代の育成は非常に大切な観点で

す。 

さらには、国立市が将来にわたって魅力的であり続けるためには、成長した子どもたちが、さら

にこのまちを発展させていくという好循環が欠かせません。 

未来を支え、つくり出していく「次世代の育成」に、国立市として重点的に取り組んでいきます。 

 

２ 安心・安全の確保 

安心と安全は、全ての基本であり、全市民に共通した願いです。安心・安全なまちであってこそ、

「住みたい」「住み続けたい」まちが実現します。 

安全なまちであるからこそ、まちに活気を与える若者が住みたいと思うまちであり、また、安心

して子どもを育てる環境があり、高齢者にとっては安心して老後を送ることができます。 

市民の強い思いをうけ、国立市では「安心・安全」のまちづくりを積極的に推進していきます。 

 

３ 国立ブランドの確立 

都市にとっての「ブランド」とは、都市としての価値であり、魅力です。国立市が活力ある都市

として持続的に発展していくためには、まちの魅力である「ブランド」が欠かせません。 

国立市は、多面的な魅力を備えたまちです。「文教都市くにたち」という言葉は、周辺の都市に

も認知されています。 

これらは、先人たちがつくり上げ、残してくれた貴重な市の財産です。これまでの内外から評価

された「国立ブランド」を守り育てていくとともに、効果的に市外へ発信していくことで、国立市

はさらに活力あふれる市となっていきます。また、「国立ブランド」の確立は、市民が国立の良さ

を再発見すること、それにより新しい価値を創出することにつながるとともに、市民にとって、国

立市がさらに愛着や誇りのもてる「我がまち」「住み続けたいまち」となっていきます。 

市の活力を生み出す「国立ブランドの確立」を重要視し、今後、力を入れて取り組んでいきます。 
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この３つの政策の視点は、相互に関連しあい、まちづくりの目標の実現を支えていくものです。 

この視点をもって、分野別に整理された「まちづくりの政策」を横断的に捉え直し、今後の市

が注力すべき内容を見極めて実施していきます。 

 

  

次世代の育成 

国立ブランドの確立 安心・安全の確保 

 

まちづくりの目標 

学び挑戦し続けるまち 

ともに歩み続けるまち 

培い育み続けるまち 

文教都市くにたち 
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Ⅴ まちづくりの政策 

まちづくりの目標「学び挑戦し続けるまち ともに歩み続けるまち 培い育み続けるまち 文

教都市くにたち」の実現に向け、市が取り組んでいく各分野の基本施策について、その体系と方

向性を明らかにします。 

 

１ 人権・平和・男女共同参画 

（１）人権・平和の推進 

◆互いの人間性を尊重し合う「人権の大切さ」について市民が理解を深められるようにしてい

くとともに、行政においては人権の尊重をすべての施策の根源に据えて市政運営を行います。 

◆「平和都市宣言」の理念のもと、平和の尊さを広め、平和を愛する心を育てるとともに、平

和への願いを後世に語り継いでいくための施策を推進します。 

（２）男女共同参画社会の実現と女性への総合的な支援 

◆情報の収集・提供や学習機会の確保等を通じ、家庭や地域、職場等のさまざまな場面におい

て、男女間の格差や不平等を解消するとともに、より多くの女性の参画を促進し、男女共同

参画社会の実現を目指します。また、男女の別を超えて多様な「性」を認め合える社会を目

指します 

◆人権侵害であるＤＶ（ドメスティックバイオレンス）による事件は後を絶たず、またひとり

親家庭などにおける貧困が社会的課題として顕在化しています。さらに、これらの課題はそ

の子どもにも大きな影響を与え、負の連鎖を生み出す原因ともなります。このような複雑化

した課題は、特に女性において顕著に現れている状況があることから、女性への総合的な相

談体制の整備と支援の充実を図ります。課題を抱えた女性に寄り添いながら、部署間連携は

もちろん、地域やＮＰＯ、事業者などの多様な社会資源や、国や広域自治体、他市等とも連

携して、課題解決と自立に向けたエンパワーメント３を図ります。 

◆女性にフォーカスを当てた情報発信や各施策の充実を通し、女性が魅力を覚え「住みたい」

と思うまちを目指し、女性がきらりと輝けるよう応援していきます。 

 

２ 子育て・教育 

（１）子育て環境の充実 

◆子育て家庭の多様なライフスタイルに対応しながら、待機児童対策や幼児教育の充実を含め、

既存の子育てサービスのさらなる充実を図ります。また、切れ目のない、積極的な支援を推

進し、子どもを安心して産み育てることができる環境づくりを進めます。 

◆家庭の貧困やしょうがいの有無などに関わらず、すべての子どもたちが地域で安心して育っ

ていけるよう、多様な側面からの支援を推進します。 

                            
３ 本来持っている能力を引き出し、開花させること。 
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◆保護者の子育てに対する不安感や負担を軽減し、より多くの市民が地域の中で安心して子ど

もを育てることができるよう、地域全体で子育てや主体的な子育ちをしっかりと見守り・支

える環境の充実を図ります。 

 

（２）地域ぐるみでの子育ち支援 

◆子ども自身を中心に据え、子ども自身が自らの力で心身ともに成長することを支援する「子

育ち支援」という考え方を大切に、「子どもの最善の利益」の実現を目指します。 

◆生まれ育ったまち・国立に対する愛着心やお互いを大切に思う気持ちを醸成する青少年育成

の取組を推進します。 

◆地域に見守られた安心・安全に過ごせる居場所づくりを行い、子どもたちや青少年が地域で

健やかに育つことができる環境を整えます。 

◆世界を視野に収めて活躍するグローバル・グローカル４な人材の育成を促進するなど、青少

年の未来を広げる施策を展開します。 

 

（３）学校教育の充実 

◆個を大切にし、人権や平和を尊重する豊かな心を育む教育や、学力、体力向上の取組、子ど

もたちの体験の幅を広げる取組や、子どもたちが自ら考え社会の一員として実践できる取組

など、「文教都市くにたち」にふさわしい学校教育の充実を図り、さらに維持・発展させる

よう、教育の質の向上に向けた取組を市を挙げて推進します。 

◆家庭や地域との連携を強め、大学等とも連携していく中で、学校を地域の一員として捉え、

地域の核となる機能を果たすよう取組を推進します。 

◆長期的な視点のもと、まちづくりの観点も踏まえて、学校の適正規模や通学区域のあり方に

ついての具体的な検討や校舎等の更新を進め、より良い教育環境の維持・向上を図ります。

また、公共施設整備の観点からも、今後の学校と地域の関係を踏まえた校舎のあり方につい

ても検討を進めます。 

 

３ 文化・生涯学習・スポーツ 

（１）文化・芸術活動の推進と歴史・文化遺産の適切な保護 

◆くにたち文化・スポーツ振興財団等との連携により、芸術文化施策を充実させ、市内全域に

文化が薫るまちづくりを推進し、長期的視野に立って芸術を育む良質の土壌を作ります。ま

た、日々の暮らしの中で美しいものを美しいと感じられる文化の心を育て、芸術の力を原動

力にした新たなくにたちの発信を目指します。 

◆谷保天満宮などに代表される市内に現存する有形・無形の歴史的文化的遺産は、市民が国立

市に強い誇りと愛着を感じる気持ちを育む重要な要素の１つです。これらの歴史的文化的遺

産の適切な保護と活用を進め、将来にわたって市民共有の財産として、次世代に確実に引き

継いでいきます。 

                            
４ 地球規模で物事を考えながら、地域に根付いて活動すること 
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◆市の文化財である旧国立駅舎は、強い個性をもつ意匠や大正期木造駅舎としての希少性、都

市計画の中で駅舎の形や場所に重要な位置づけがあったという歴史的経緯などを踏まえて、

ほぼ元の位置へ再築し、文化財として市民が歴史・文化に親しむ場とします。 

（２）生涯学習の環境づくり 

◆若い世代を含めた幅広い世代に対する周知や啓発を強化するとともに、社会状況の変化を踏

まえた多様な学習機会の充実や、学習活動を支援する人材の確保等に努めます。また、より

多くの市民が学習活動を通じて得た成果を地域に還元できる仕組の強化を図ります。 

◆図書館や公民館、郷土文化館、市民芸術小ホールなど、それぞれ機能を異にする社会教育関

係の施設・部署の連携を進め、運営の質向上を図ることで、既存の生涯学習施設をより一層

効果的・効率的に活用します。 

 

（３）スポーツの振興 

◆より多くの市民が気軽にスポーツを楽しめる環境づくりを行い、市民の体力向上や心身の健

康保持・増進を図ります。また、自発的なスポーツ活動を通じた市民同士の交流やコミュニ

ティの形成を支援します。 

◆体育協会や各種団体との連携をより一層進め、市民の多種多様なスポーツに対するニーズに

応えます。 

 

４ 保健・福祉 

（１）健康づくりの推進及び保健と医療の連携強化 

◆医療と連携する中で、各種健康診査・検診の充実等を図り、国民病である「がん」などの疾

病の予防、早期発見・早期治療を促進します。 

◆さまざまな機会を活用し、日頃からの健康管理の重要性に対する意識の啓発を図ることで、

より多くの市民が自らの健康に対して強い関心を持つよう促していきます。これにより、主

体的に健康の増進や生活習慣病の改善に取り組めるようにし、健康寿命の延伸を図ります。 

◆高齢化の進展に伴い、国立市においても今後ますます医療サービスに対するニーズが高まっ

ていくことが見込まれる中で、情報提供の充実などを通じ、市民一人ひとりが「かかりつけ

医」を持ち、自らの疾病やケガの状況に応じて、適切な医療サービスを受けられるようにし

ます。 

（２）高齢者福祉の充実 

◆今後さらに増加すると予測される高齢者が、元気で健康的な生活を送ることができるよう、

就業や高齢者による起業、社会参加の機会の拡大を図ります。あわせて元気な高齢者がさま

ざまな福祉課題の解決を通じて、地域を支える一員としていきいきと活躍できる社会を実現

します。 

◆高齢者が要介護・要支援状態になることを未然に防止する取り組みを進めます。同時に、医

療との連携や認知症を地域で支える体制づくりなどをさらに強め、住み慣れた地域の中で、

いつまでも安心して尊厳を持ち、自立した暮らしを続けることができるよう、地域包括ケア

システムを発展させていきます。 
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（３）しょうがいしゃの支援 

◆しょうがいのある方が地域の中で主体的に暮らしを続けることができるよう、各種サービス

の提供を通じた総合的な支援を行います。 

◆しょうがいのある方に対する誤解や偏見及び日々の暮らしや社会参加を妨げている障壁の

解消等に努め、誰もがあたりまえに暮らすまちの実現を目指します。 

 

（４）支え合いの地域づくりと自立支援 

◆市民、団体、ＮＰＯ、事業者など多様な主体との連携・協働による福祉活動を推進し、互い

に支え合いながら、だれもがあたりまえに暮らすことができるまち、地域の福祉課題を地域

自ら解決できるまちの実現を目指します。 

◆ハローワークや社会福祉法人、ＮＰＯ、民生委員等の関係機関との連携・協働に根ざした生

活支援体制の強化を図り、生活保護の受給に至る前の段階から安定した就労に結びつく支援

をします。また、個々人の状況に応じて、適切なサービスを継続的かつ総合的に提供するこ

とで、生活困窮者の自立を支援していきます。 

 

５ 地域・安全 

（１）防災体制の充実 

◆近年、首都直下地震の脅威に加え、気候変動に伴い全国的に風水害等の発生リスクが高まっ

ています。こうした状況への対応として、市民一人ひとりが自ら備え、地域で共に助け合う

自助・共助に根ざした、自律した防災活動の体制づくりを積極的に推進します。また、災害

に強いまちづくりに努めると同時に、発生時の想定に基づく備えを行い、いつどこで起きる

か分からない災害時の被害を最小限に抑制します。 

 

（２）防犯対策の強化 

◆自転車盗や侵入窃盗など、日常生活の身近なところで発生する危険を未然に防止するため、

犯罪の原因を探り、地域の見守り強化などの対策を行政、地域住民、ＮＰＯなど多様な主体

と協力して実施することで、犯罪が発生しにくい環境整備を図ります。 

◆高齢者を狙った振り込め詐欺の対策や、子どもたちの通学路の安全確保など、年代特有の危

険についての対策を進め、全ての市民が安心・安全に暮らせるまちの実現を目指します。 

 

（３）コミュニティ活動の促進 

◆地域の見守りや防災・防犯など、今後さらに個人や地域が抱える課題が多様化・複雑化して

いくと見込まれています。これらの課題に迅速かつきめ細かく対応するため、自治会への加

入率の向上を図るとともに、地域の課題解決のための自主的・自発的な活動の担い手の発掘

と育成を行い、コミュニティ力の向上を目指します。 

◆空き家の実態を把握した上で、空き家の適正管理や除却、有効活用のための総合的な取り組

みの強化を図ります。 
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◆関係機関との連携・協働のもと、外国人市民に対する生活支援や日本人市民との交流を深め

るための取組を促進し、国籍や民族等の異なる人々が、お互いの文化的な差異を認め合い、

対等な関係を築きながら、地域の構成員として共に生きていく多文化共生社会を実現します。 

 

（４）消費生活環境の整備 

◆子どもから高齢者まで各年代の特性に応じた体系的な消費者教育を推進するなど、消費者ト

ラブルの予防策を実施するとともに、消費者トラブルに巻き込まれた市民に対する相談支援

体制の維持・強化に努めます。 

 

６ 環境 

（１）花と緑と水のある環境づくり 

◆市のメインストリートである大学通りの街路樹や花壇、谷保地域を中心に広がる自然など、

花とみどりと水のある環境は、「国立らしさ」の象徴の一つです。市民や事業者、地域活動

団体など多様な主体との連携・協働のもと、市内に残された貴重な水やみどりの保全を図り

ます。 

◆民有地や既存の公共施設の緑化や市民との協働等を通じて新しいみどりと花の創出に努め、

市民や来街者などより多くの人々から「住み続けたい」・「住んでみたい」と強く支持される

まちづくりを進めます。 

 

（２）環境の保全 

◆地球環境問題に対し、より多くの市民の関心や理解を深め、再生可能エネルギーの利用促進

に向けた啓発を進めることで、問題の解決に向けた自主的・自発的な活動の実践を促進しま

す。 

◆公害の発生抑制に向けた発生源対策に努めるとともに、近隣住民への配慮の呼び掛けなどを

通じ、騒音や振動等の防止・改善を図ります。 

 

（３）ごみの減量と適正処理 

◆市民や事業者への働きかけといった発生抑制策を継続・強化するとともに、経済的な誘導措

置などを通して、他市に比べて多い状況にあるごみ量の削減を目指します。 

◆引き続き、循環型社会の形成に向けて行政が先導的な役割を果たしながら、５Ｒ（リデュー

ス、リユース、リペア、リターン、リサイクル）５や各種リサイクルの取組等について積極

的な情報発信を行うことで、より多くの市民・事業者の主体的な活動を促進し、全市的な活

動へとつなげています。 

                            
５ 「①Reduce（リデュース：ごみになるものを減らす）」、「②Reuse（リユース：使い捨てせずにそのままの形状で何度

も使う）」、「③Repair（リペア：修理・修繕しながら物を大切に使う）」、「④Return（リターン：使用済み製品を販売

店へ返す)」、「⑤Recycle（リサイクル：原材料として再生して使う）」の頭文字をとったもので、循環型社会の実現

のためのキーワード。 
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７ 都市基盤 

（１）道路の整備と適正管理 

◆今後の超高齢社会を見据えつつ、ひとにやさしい道路づくりを進めます。また、歩道・自転

車道の拡幅・整備を推進することで、街歩きや自転車巡りのしやすい環境を整え、交流人口

の増加を促します。 

◆まちの基幹となる道路については計画的に整備を進めるとともに、老朽化した道路の対応な

ど、インフラとしての道路を適正に管理します。 

 

（２）交通環境の整備 

◆便利に利用できる公共交通や環境負荷の低減ともなる自転車の活用促進と、放置自転車対策

を進めるとともに、超高齢社会を支える地域交通体系を整えます。あわせて総合的な交通安

全対策を行うことで、誰もが安全に安心して移動できる地域交通を実現します。 

◆特に、コミュニティバスや乗合交通サービスについては、その目的と利用者のニーズや費用

対効果を十二分に勘案し、さらに福祉有償運送など他の手段との役割分担の見直しも視野に

入れながら検討します。 

 

（３）市街地整備の推進 

◆将来的な人口構造の変化、各地域によって異なる特性や市民ニーズ等を十分に踏まえながら、

地域住民の理解と協力のもと、市街地の質的な改善や商工業、文化等の都市機能の充実を図

り、より多くの人々から「住み続けたい」・「住んでみたい」と強く支持される「文教都市く

にたち」の魅力を最大限に引き出せる市街地整備を推進します。 

◆国立駅周辺地域には、文化財である旧国立駅舎を再築し、再びまちのシンボルとしていくと

ともに、新しい情報発信拠点として活用します。同時に、人も車も自転車も行き交いやすい

環境整備や、周辺の商業の活性化を図るなど、まちの玄関口にふさわしい整備を推進します。 

◆富士見台地域では、ＵＲ富士見台団地・都営矢川北アパートの再生を中心に、若者や子育て

世代を呼び込むと同時に、高齢者が安心して暮せる、多世代が集い支え合うまちを目指し、

他の地域にとってもモデルとなるような先進的なまちづくりを進めていきます。 

 

（４）南部地域の整備 

◆「曲がりくねった道」も文化として再評価し、「里の道」として生活道路整備・保存を推進

します。一方で、人や車が集中し危険性がある狭あい道路や、防災上必要な道路などは拡幅

を進め、生活基盤の整備を図ります。 

 

（５）景観まちづくりの推進 

◆国立駅からまっすぐに伸びる大学通りなどの「国立らしさ」を醸し出している優れた都市景

観や、ゆとりと潤いのある良好な住環境の保全・形成に向け、各地区の特性に応じた秩序あ

る街並みを将来にわたって大切に守り、育て、つくるためのルールの導入拡大や電線類の地

中化、屋外広告物の規制・誘導など、景観まちづくりをより総合的かつ積極的に推進し、「文
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教都市くにたち」の付加価値を高めます。 

 

（６）下水道の整備・維持・更新 

◆将来的な人口動向など各地区の状況を踏まえながら、耐用年数を迎えた下水道施設の計画的

かつ効率的な更新を推進し、市民の生活環境や公共用水域の水質の保全を図ります。 

 

８ 産業 

（１）商工業振興と観光施策の強化 

◆地域のやる気と創意工夫のもと、魅力ある個店を増やし、来街者の特徴やニーズを踏まえた

地域密着型の取組への支援充実を図ります。また、商店街や商工団体と連携し、個店を中心

とした特徴ある商店街の今後のあり方について検討していきます。 

◆市内に立地する既存企業への支援とあわせ、研究開発型や教育産業等の付加価値の高い企業

を中心に、積極的な企業誘致を行い、市の基盤となる産業を育成します。さらに新たな起業・

創業を促進することにより、地域経済の活力の維持・増進を図るとともに、住民の雇用拡大、

市民の暮らしの質の向上を図ります。 

◆農商工連携や、観光まちづくり協会等との連携により、国立らしい観光施策を積極的に行っ

てまちの魅力を発信し、交流人口を増加させ、定住人口の増加へとつなげていきます。 

 

（２）農業振興と農地保全の推進 

◆新鮮で安全・安心な農産物の提供、農業・自然体験の場、くにたち独自の景観的魅力、災害

時の避難場所や延焼遮断など、農業・農地は多面的機能を有しています。これらの機能をよ

りよく発揮し、市民にとって価値ある農業・農地となるよう、農業の振興に努めます。 

◆地域全体で農業・農地を支え、活かし、育てるための取組を強化するとともに、現存する農

地を保全しつつ、景観的価値のあるエリアに農地を集約化していく取組を具体化します。 

◆農業従事者や農業団体等の関係機関との連携・協働のもと、市内で生産された農産物がより

多くの市民に入手しやすい仕組みづくりや知名度の向上等に取り組むことで、地元農産物の

消費の拡大を図ります。 

 

９ 自治体経営 

（１）変化に対応できる柔軟で効率的な行政運営 

◆前例のない新たな時代を切り開く自律的な行政運営を行うため、ＰＤＣＡサイクル（Plan：

計画→Do:実施→Check：点検・評価→Action：改善・改革）を通じた、目的成果志向の行政

運営を重視します。目的・成果・コストなどの観点から、施策・事務事業の有効性や効率性

を点検・評価し、時代の変化にあわせて、施策・事務事業の見直しや事業のスクラップ＆ビ

ルドなど改善・改革を重ね、行政全体としてスパイラル・アップ６を生み出します。 

                            
６ ＰＤＣＡサイクルによる改善・改革（Ａ）を、次の計画（Ｐ）につなげていくことで、らせん状に改善を継続させて

いくこと。 
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◆分野をまたいで多様化し複雑化する行政課題に対し、幅広い視点を持って、部署間の連携や、

市民、ＮＰＯ、事業者等との協働により、常により良い課題解決を図ります。 

◆市民の生活圏域や活動圏域が必ずしも行政の区域と一致しないことを充分に認識しながら、

より効果的で効率的な課題解決に向けて、他の自治体との広域連携を進めます。 

◆職員一人ひとりの意識啓発や能力開発、より少ない費用でより高い効果を生み出す行政体制

の確立などを目指します。特に、前例がない中で、新たな課題解決を担う職員を育成するた

め、先進市への視察や研修の強化などにより課題発見能力・課題解決能力を徹底的に磨き上

げます。 

 

（２）情報の積極的な発信と共有・保護 

◆市に関する様々な情報を、多様な媒体を活用しながら、必要としている人に適時かつ的確に

情報を届けます。また、市民や市外の人にも、「国立ブランド」をわかりやすく積極的に、

かつ効果的に伝えていきます。 

◆近年の情報端末の性能向上や通信の高速化等を踏まえ、Ｗｉ－Ｆｉなど都市情報基盤の整備

を進めるとともに、情報通信技術の積極的な活用を図り、より効率的・効果的な双方向の情

報提供を推進します。 

◆マイナンバー制度の導入等による情報化社会の進展に留意し、情報セキュリティの強化等を

行い、行政が保有する大切な個人情報の保護を徹底します。 

 

（３）市民連携・市民協働・市民参画の推進 

◆市民ニーズの的確かつ迅速な把握に努めるとともに、常に市民の目線に立ち、市政運営を行

っていきます。また、情報共有のさらなる推進と、市政に関する意見や提案がしやすい環境

の整備により、行政と市民が目的・目標を共有してまちづくりに取り組める体制を整えます。 

◆多様化・複雑化する地域課題の解決や新しい価値の創造に向け、市域の内外を問わず、行政

と多様な主体との間に、人と人のつながりによるネットワークをつくります。 

◆ネットワークを活用しながら、市民、ＮＰＯ、地域、事業者、教育機関等の多様な主体との

行政との連携を強化し、協働・参画によるまちづくりを推進します。 

 

（４）将来にわたって持続可能な財政運営 

◆次世代に負担を先送りせず、財政の健全化を着実に推進するため、中長期的な財政見通しを

持ち、財政運営の持続可能性を確立します。 

◆公的業務の意義を明確化し、市民の理解と協力を得つつ、行財政改革を進めます。職員定数

やコスト削減、ＰＤＣＡサイクルによる事業改善等の行政内部の改革はもとより、必要に応

じて施設管理・運営への民間活力の導入、公平かつ適正な受益者負担の見直し、市税等の安

定した自主財源の確保なども検討し、公平性、公正性、効率性を高めていきます。 
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（５）公共施設マネジメントの推進 

◆既存施設の大規模改修や建替えに充当可能な一般財源が減少すると予測される中、施設を介

した行政サービスの将来的な需給動向を踏まえながら、既存施設のあり方を抜本的に見直し、

施設総量の削減や施設の再配置、多機能化、運営経費の削減等に取り組みます。 


